
■子ども・子育て支援事業における量の見込み一覧

対象年齢 単位 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

保育園等合算 ０～５歳 人 951 945 933 921 917

０歳 人 220 219 216 213 210

1・２歳 人 394 402 399 395 390

③＜２号認定＞（認定こども園及び保育所） ３歳以上 人 337 323 318 312 316

幼稚園合算 ３歳以上 人 1,275 1,223 1,201 1,181 1,197

①＜１号認定＞（認定こども園及び幼稚園） ３歳以上 人 833 799 785 771 781

②＜２号認定＞（幼稚園） ３歳以上 人 442 424 417 410 415

０～５歳 人 210 207 204 201 201

小学生 人 382 388 394 384 368

小学生 人 160 152 154 154 157

０～５歳 人日/年 0 0 0 0 0

０～２歳 人回/月 2,383 2,414 2,388 2,364 2,333

０～５歳 人日/年 137,430 132,394 130,112 127,992 129,396

・幼稚園における在園児を対象とした一時預かり＜１号認定＞ ３～５歳 人日/年 7,432 7,129 7,002 6,884 6,975

・幼稚園における在園児を対象とした一時預かり＜２号認定＞ ３～５歳 人日/年 114,635 109,955 107,999 106,182 107,580

・その他 ０～５歳 人日/年 15,362 15,310 15,111 14,925 14,842

０～５歳 人日/年 2,572 2,532 2,495 2,461 2,462

５歳児 人日/週 28 29 29 28 27

５歳児 人日/週 0 0 0 0 0

※利用者支援事業（保育コンシェルジュ設置）は、次の理由で、市役所児童福祉課窓口の相談機能強化が最適であると考えられることから、見込み量を1カ所とする。

  ・市の中心部に位置する新庁舎が平成28年度より供用開始となり、行政機能が集約される。そのため、教育・保育事業に関係する行政分野との連携が容易になる。

  ・教育・保育事業の利用料は保護者の所得に左右されるため、所得の把握が容易な市役所が望ましい。

資料　８

ファミリー・サポート・センター事業（子育て援助活動支援事業）【低学年】

ファミリー・サポート・センター事業（子育て援助活動支援事業）【高学年】

学童保育（放課後児童健全育成事業）【高学年】

子育て短期支援事業（ショートステイ・トワイライト）

地域子育て支援拠点事業（地域子育て支援センター）

一時預かり事業

病児保育事業

①＜３号認定＞
（認定こども園及び保育所＋地域型保育）

時間外保育事業

学童保育（放課後児童健全育成事業）【低学年】


